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 請願の趣旨  

現在、安城市議会の議会基本条例策定特別委員会で審議が行われている

議会基本条例は、憲法第９３条及び地方自治法第１８条において日本国民

たる年齢満二十年以上の安城市住民の直接選挙によって選ばれ、その負託

を受けていると規定されている安城市議会議員のこれまでの定義を、安城

市自治基本条例に定める市民（市内に住む者、市内で働く者又は学ぶ者及

び市内で事業又は活動を行う者（法人その他の団体を含む））の負託を受け、

「市民」からの負託に応える責務を有する存在として再定義する内容が含

まれている条例であることが、公開されている議事録と、その他メディア

から確認できます。 

安城市議会議員が、安城市の有権者の他に、安城市の選挙権を有してい

ない未成年者や市外在住者、または外国人、企業、団体等の負託を受けた

存在であると議会基本条例において再定義されるとすれば、これはまさに

憲法や地方自治法の則を超える革命的一大変革であり、安城市において市

議会議員を選ぶ投票権を有している私たち有権者としても、市議会議員や

市議会議員選挙に対するこれまでの認識や常識を大きく改めなければなら

ない事態であるといえます。 

議員の皆様におかれましては、現在において実際に安城市住民以外からの

負託を受けておられ、またその実状が議会基本条例の革命的内容に反映され

ているのだと上記特別委員会議事録の内容から読み取れますが、私たち有権

者にとりましては、これまでの「市議会議員の先生は私たち住民の代表者」

であるという意識が強く、議会基本条例の制定に合わせて従来の認識を一変

させるのは難しいことです。  
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議会基本条例の制定がせまった現在においてなお、「市議会議員は安城市

住民の代表であり、安城市住民のために、その負託に応える存在である」

と考えている有権者が大部分なのであって、議員の皆様と私たち有権者と

の間には、「安城市議会議員とは何者か。誰の負託を受けた存在か。」に関

して大きな認識のズレ（ギャップ）があることは明らかであるので、市政

運営の健全性を保つためには、このようなギャップを埋めるためのあらゆ

る方策が採られなければならないと考えます。 

また、このような内容の議会基本条例が制定されれば、議員の皆様の職

権（パワー）の源は安城市住民による選挙を経ていることだけでなく、市

外在住の市民や外国人からの負託を受けていることも加えられるわけです

から、安城市の有権者としては、個々の議員が誰から、どのようにして、

どんな負託を受けた存在であるか、ということが分からなければ、貴重な

一票を投じて議員を選ぶことも、選んだ議員さんの支持を続けることも不

可能なのです。このような民主的市政を支える基礎的重要情報が有権者に

公開されないままでは、議会改革の目指す「開かれた議会、議会の見える

化」を達成することは難しいのではないかと考えます。 

そこで、安城市議会議員の皆様を対象にして、個々の議員さんが誰から

どのようにして負託を与えられていると考えているのかを調査するアンケ

ートを行い、その結果を公表していただくよう要望します。 

このアンケート調査の実施と公表は、安城市の有権者も含む私たち安城

市民全体にとりまして、今後、議会基本条例の制定によって一新される議

員や市議会の存在意義や、議会改革の意義や成果を理解するために是非と

も必要な情報であり、また、今後の市議会議員選挙においてより良い選択

を行うためにも重要な情報でもありますので、当請願の要望を容れていた

だきますよう、お願いいたします。 

 

請願事項  

 

１ 安城市議会議員負託意識アンケート調査を全議員に対して実施し、そ

の結果を公表することを要望します。 

２ アンケート内容については、議員個人が安城市議会議員として任期中

に負託を受けていると考えている者及びその内容と方法をできるだけ

具体的に答える内容のアンケートとし、議員個人を対象に全議員に対し

て行うよう要望します。ただし、回答を拒否された場合には、「回答拒

否」とその議員のアンケート結果として公表してください。 

３ アンケートの実施及び結果の公表は、平成２７年１月３１日までに行

うよう要望します。 

                                                    

 

 


